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要旨要旨要旨要旨：：：：RC造建物の限界耐力計算では，等価線形化法で算定された応答値が限界値を上回ら

ないことを求めている。本論文では，1 質点系弾塑性モデルの時刻歴地震応答解析を行い，

限界耐力計算における応答変形の算定精度を検討した。まず，等価線形化法の適用条件と

して，応答変形の大きな片寄りが生じない範囲を示した。次に，等価減衰の各評価式の精

度を検討して，等価減衰を用いた応答変形の推定精度を評価した。さらに，復元力特性の

算定精度等による応答変形のばらつきを考慮し，RC造建物の限界耐力計算に用いる安全限

界時の応答変位を検討した。 
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1. はじめに 
限界耐力計算は，地震時における鉄筋コンク

リート造（以下，RC 造と呼ぶ）建物の応答値

が部材特性に基づく限界値を上回らないことを

検証する性能評価型設計法 1)である（図－１）。

地震時の応答値は，建物を定常振動する等価な

周期および減衰特性を有する 1 自由度に縮約し

た振動系と考えて，等価線形化法に基づく応答

スペクトル解析法により求める。したがって，

限界耐力計算では，大地震時の安全性の検証に

は安全限界時の応答値を精度良く評価すること

が極めて重要な課題となる。 

本研究では，RC 造への等価線形化法の適用

に関する課題として，応答変形の片寄りおよび

等価減衰の評価方法を取り上げる。等価線形化

法では，弾塑性応答値を，剛性の低下と減衰の

増大を考慮した等価線形系の応答値で求める。

等価線形系は，応答時にその原点を中心に振動

するので，応答変形の片寄りが大きく振動の中

心が原点から移動する場合には，等価線形化法

の適用が難しい。また，等価線形系の応答値の

推定には，等価減衰の評価が重要である。 

次に，RC 造特有の課題として，復元力特性

の評価に起因する応答値のばらつきを取り上げ

る。RC 造建物の応答値は，コンクリートの実

強度分布や復元力特性の評価精度等により，設

計モデルの応答値に比べてばらつく。 

本論文では，RC 造 1 質点系弾塑性モデルの

時刻歴地震応答解析を行い，応答変形を評価す

る。各ケースの応答値の分析から，まず，応答

変形の片寄りについて検討する。次に，等価減

衰の算定式による応答変形の推定精度を評価す

る。さらに，復元力特性の算定精度等による応

答変形のばらつきを評価して，設計に用いる安

全限界時の応答変位を検討する。 

 
図－１ 限界耐力計算の応答値と限界値 
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2. 解析概要 
2.1 解析方法 
本解析では，RC 造建物を対象とした 1 質点

系弾塑性モデルの時刻歴地震応答解析を行う。

解析モデルの復元力特性は，トリリニア型の

TAKEDAモデル 2)とする。内部粘性減衰は瞬間

剛性比例型（h1=3%）とする。 

2.2 解析ケース 

 固有周期，降伏耐力，第 2剛性をパラメータ

とする解析ケースを表―１に示す。ケース 1は

等価線形化法の検討を，ケース 2は復元力特性

のばらつきの検討を目的とする。 

復元力特性の設定では，ケース Aがコンクリ

ート強度の上昇等による第 1点の変動，ケース

Bが降伏変位の評価精度等による第 2点の変動，

ケースCがそれらの組合せを考慮するものであ 

 
表―１ 解析モデルの諸元 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

る。なお，コンクリートの実強度の設計強度に

対する比率は，材料強度のばらつき（平均値 1.25，

変動係数 0.10）3)を参考に 1.45 と設定して，第

1剛性の増大比を 1.2とする。また，降伏変位は，

降伏点剛性低下率の算定式の精度（±30%の範

囲に全資料の 90%が入る程度）4)を参考に設定

する（図―３）。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ケース T C k2/k1 ケース T C k2/k1
d1k1 0.1 d1k2a 0.2
d1k2* 0.2 d2k2a 0.4
d1k3 0.3 d3k2a 0.3
d1k4 0.4 d4k2a 0.2
d2k1 0.1 d5k2a 0.4
d2k2* 0.2 d6k2a 0.3
d2k3 0.3 d7k2a 0.2
d2k4 0.4 d8k2a 0.4
d3k1 0.1 d9k2a 0.3
d3k2* 0.2 d1k2b1 0.2
d3k3 0.3 d2k2b1 0.4
d3k4 0.4 d3k2b1 0.3
d4k1 0.1 d4k2b1 0.2
d4k2* 0.2 d5k2b1 0.4
d4k3 0.3 d6k2b1 0.3
d4k4 0.4 d7k2b1 0.2
d5k1 0.1 d8k2b1 0.4
d5k2* 0.2 d9k2b1 0.3
d5k3 0.3 d1k2b2 0.2
d5k4 0.4 d2k2b2 0.4
d6k1 0.1 d3k2b2 0.3
d6k2* 0.2 d4k2b2 0.2
d6k3 0.3 d5k2b2 0.4
d6k4 0.4 d6k2b2 0.3
d7k1 0.1 d7k2b2 0.2
d7k2* 0.2 d8k2b2 0.4
d7k3 0.3 d9k2b2 0.3
d7k4 0.4 d1k2c1 0.2
d8k1 0.1 d2k2c1 0.4
d8k2* 0.2 d3k2c1 0.3
d8k3 0.3 d4k2c1 0.2
d8k4 0.4 d5k2c1 0.4
d9k1 0.1 d6k2c1 0.3
d9k2* 0.2 d7k2c1 0.2
d9k3 0.3 d8k2c1 0.4
d9k4 0.4 d9k2c1 0.3

d1k2c2 0.2
d2k2c2 0.4
d3k2c2 0.3
d4k2c2 0.2
d5k2c2 0.4
d6k2c2 0.3
d7k2c2 0.2
d8k2c2 0.4
d9k2c2 0.3
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*: ケース 2と比較する 
  基本ケース 

ケース 2 パラメータ 
k2/k1 の値 
T, C の組合せ 

基本ケース ケース A 

ケース C ケース B 

TAKEDA Model 
（γ=0.4） 
 
Qc = 0.3 Qy 
K3/k1 = 0.01 
 
Qc : ひび割れ耐力 
Qy : 降伏耐力 
 Uc : ひび割れ変位 
 Uy : 降伏変位 

図―３ 特性点のばらつきの設定 
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表―２ 検討用地震動(単位:cm/s2) 

図―２ １質点系解析モデルの復元力特性 
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2.3 検討用地震動 

 検討用地震動を表―２に示す。告示波は，限

界耐力計算における工学的基盤と第 2種地盤相

当の加速度応答スペクトルに基づいた模擬地震

動波形（図－４）である。 
ケース 1の検討には，表―２に示す全波形を

用いるが，ケース 2の検討には，限界耐力計算

における応答変位のばらつきを評価するため，

告示波のみを用いる。 

 

3. 解析結果と考察 

3.1 応答変形の片寄り 

 建物の応答変形は，部材の降伏に伴い，塑性

変形が片寄り，定常的な応答との差が大きくな

ることがある。この塑性変形の片寄りを表す指

標として，片寄り比率（α）を用いる。αは，

最大塑性率（μmax）を正負塑性率（μmean）で

除した値とする（図－５）。 
 ケース 1の片寄り比率と最大塑性率の関係を

図－６に示す。なお，塑性率が 1未満の解析結

果は表示しない。αには，降伏耐力係数による

違いは顕著には見られない。鉄骨造建物に多く

用いられる標準型トリリニア型の復元力特性に

よる同様の解析結果 5)と比較すれば，αは比較

的小さい傾向が見られる。μmaxの範囲別に，α

の平均値（αmean）を図中に記す。塑性変形の片

寄りは，地震動の特性により異なるが，最大変

位が大きくなると除荷時の変形が大きくなり，

片寄りが生じやすいと考えられる。しかし， 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

RC 造は最大変位後の原点指向性が強いので，

鉄骨造に比べれば明瞭ではないが，αmeanは 
μmaxが大きくなるに従い，やや大きくなる傾向

が見られる。μmax が 5以下の場合では，αmean 

は 1.1程度であり，本解析の範囲では，RC造の

塑性変形の片寄りは比較的小さい傾向がある。 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 擬似速度応答スペクトル 

 
 
 

 

(b) 時刻歴加速度波形例 
図－４ 告示波の応答スペクトルと波形例 

 

 
 
 
 
 
 
 
図－５ 応答変形の時刻歴例と片寄り比率 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 1≦最大塑性率≦5        (b) 5＜最大塑性率≦10        (c) 10＜最大塑性率 

図－６ 応答変形の片寄り比率と塑性率 
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3.2 等価減衰の評価 
 等価粘性減衰は，4 種類の評価方法により算

定する。hr は，等価周期時に等価線形解析によ

る最大応答変形が弾塑性解析による最大変形と

等しくなるように算定した変形等価減衰である。

heq1 は，いわゆる応答エネルギー等価減衰であ

る。heq2は，定常応答した 1 サイクルの履歴エ

ネルギーに対応した等価粘性減衰に h1 を加算

した値である。heq3 は，限界耐力計算の関連告

示における建物の減衰性を表す値である。なお，

等価周期は最大応答変形時の等価剛性から算定

する（図－７）。 
 変形等価減衰 hrと 3種類の減衰との比較を図

－８に示す。hrと比べて，heq1，heq2は大きく評

価する傾向が見られる。一方，heq3 の平均値は

heq1，heq2に比べてやや対応が良いが，3 種類の

減衰ともばらつきが大きい。 

次に，heq1，heq2，heq3の 3種類の減衰を用い 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－７ 等価周期と等価減衰の評価式 
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図－９ 等価減衰を用いた時刻歴線形解析と時刻歴弾塑性解析の比較 
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た線形解析結果と弾塑性解析結果との比較を図

－９に示す。弾塑性解析結果と比べて，heq1，あ

るいは heq2による塑性率は，やや小さい傾向が

あり，塑性率が大きい程，その傾向がやや強く

見られる。一方，heq3 による塑性率は，弾塑性

解析結果に対して, 平均値が 1.07，変動係数が

0.21で，やや大きい傾向がある。 

塑性率が 5 程度以下の範囲では，3 種類の減

衰を用いた等価線形解析結果とも弾塑性解析結

果と比較的良い対応を示している。 

3.3 特性点の変動に対する応答値の評価 

特性点をかえた 3ケースの復元力特性を用い
た弾塑性解析結果の一例を図－10に示す。第 1

点の耐力を大きくしたケース Aでは，塑性率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

は基本モデルよりやや小さくなる傾向が見られ

る。第 2 点の変形を変動させたケース B では，

塑性率は基本モデルの値の前後にばらついてい

る。ケース A と Bを組合せたケース C では，

ケース Bとほぼ同様の傾向である。 
 これらの応答値の変動を評価するため，基本

モデルの応答変位に対するケースCの応答変位

の比率（以下，変位変動比と呼ぶ）を降伏耐力

比に応じて図－11に示す。図中の×印は変位変

動比の平均値である。変位変動比は，工学的基

盤波では 0.50～1.44，第 2種地盤波では，0.64

～1.53 である。また，降伏変位を小さく設定し

たケース C2（図―３）の変位変動比は，降伏変

位を大きく設定したケース C1に比べて大きい 
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図－10 特性点の違いによる応答値の分布例（第２種地盤波） 

(b) 第 2 種地盤波 
図－11 特性点の違いによる変位変動比(ケース C) 
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傾向が見られる。なお，本解析結果の範囲内で

は，降伏耐力係数，あるいは地盤による変位変

動比の違いは，顕著に見られない。 

各ケースの変位変動比の平均値（図－11中の

×印）は，工学的基盤波では 0.64～1.13，第 2

種地盤波では，0.83～1.12 であり，応答変形の

平均的な増大率は，1.1 程度である。 

 

4. 設計用安全限界変位の設定 

 限界耐力計算の安全限界耐力の確認では，安

全限界時の応答変位以上の設定変位（以下，設

計用安全限界変位と呼ぶ）において，必要限界

耐力を上回り，部材の変形が限界変形以下であ

ることを検証する（図－12）。そのため，設計用

安全限界変位の設定には，応答変位のばらつき

を考慮する必要がある。本解析では，限られた

不確定要因や地震動を扱っているので，応答値

のばらつきを確率統計的に評価することは今後

の課題としたい。ここでは，実用的な方法とし

て安全限界時の応答変位の割増しによる設計用

安全限界変位の設定方法を考える。そこで，前

章までの解析結果から，この割増し率を求める。

3.2 項で述べた弾塑性応答変形に対する等価線

形応答変形の比率の平均値は 1.07，標準偏差は

0.23 である。（平均値-標準偏差）のばらつきを

考慮して，応答変形の増大率として，簡略的に

この比率の逆数を用いた場合，増大率は 1.2 と

なる。また，3.3項で述べた応答変形の平均的な

増大率は，1.1である。 
これらの増大率を考慮すると，安全限界時の

応答変位の割増し率は，少なくとも 1.3 程度以

上とすることが考えられる。 
 

5. 結論 
これまでの RC造建物を対象とした 1 質点系

弾塑性解析から得られた知見を以下に示す。 

(1) 塑性率が 5 程度以下となる応答範囲で

は，応答変形の片寄りは比較的小さい。 

(2) 各評価式による等価減衰は，変形等価減

衰に対してばらつきが大きい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－12 設計用安全限界変位の設定 

 

(3) 限界耐力計算の等価減衰を用いた線形 

応答変形は，弾塑性応答変形に対して

比較的対応が良く，その比率の平均値

は1.1程度，変動係数は0.2程度である。 

(4) コンクリートの実強度や降伏変位の

評価精度等を考慮した場合，応答変形

の平均的な増大率は，1.1程度である。 

(5) RC造建物の設計用安全限界変位は，(3)

および(4)に示す応答値のばらつきを

考慮して設定することが望ましい。 
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